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チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.個性あるまちづくりの推進

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

昭和 34

施　 策
秩序ある土地利用の推進（地籍調査事
業） 1

27 3

4,577

9,375

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

4,452

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

13,299

○

○

○

○

○

合計

○

○

○

○

Ü

Ü

×

○

○

×

×

×

○

13,299

実施面積（0.64㎢）×各工程の換算率
｛C：地籍図根三角測量（0.04），
D：地籍図根多角測量（0.14），E：
一筆地調査（0.07），F-1：細部図根
測量（0.41），F-2：一筆地測量
（0.02），G：面積測定（0.09），
H：閲覧・認証請求（0.07）｝

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

㎢

単位

％
認証済率（累計）

指標化できない成果

計画値

実績値
認証済面積（累計）

活
動
・
結
果
指
標

法務局既存地図整備作業に
伴う地図訂正等の処理率

単位

単位

㎢

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 14,674

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

地籍調査事業

4 平成

24年度 25年度

国県補助金等

地籍調査費

地籍調査費に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

調査地区の土地所有権利者。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

8,190

土地一筆ごとの地籍の明確化を図り、土地の境界にかかるトラブルの未然防止、計画的な土地利用の推進に寄与する。

・一筆毎の土地について、境界、土地所有者、地番、地目を一筆地調査、測量を行って、地籍図・地籍簿を作成し、国の認
証を得て成果を法務局に送付する。（国土調査法）
・法務局既存地図整備作業（法務局が保有する地図のデジタル化・オンライン化）に伴い、誤りの判明した過去の地籍調査
の成果の訂正を行う。（地方税法第３８１条第７項）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等5,915 3,454

実績値

5,109一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

－

32.08

人

千円

0.55

単位当たりコスト①

32.08

64.77

－

－

－

－

認証済面積（累計）/調査対象面
積

計画値

実績値

66.4364.77

64.59 64.59

－

11.76% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

×

一般財源等合計

72.00

25年度

0.51

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

0.06

地籍調査事業（0.64）
（平成24年度着手）

－

実績値

計画値

－

％ 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

31.00

合計

人

指　標　名　等

9,876

必要人員

19,251 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

0.06

－

－

320.84 320.84

321.72 321.72

－

30.18

24年度 25年度

30.18

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

調査対象面積（496.69㎢）330.00

－

年度－

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

10,367

0.51

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・一筆地調査の外注化
・25年度地籍調査事業実施地区の説明会を行い事業の推進調整をし
た。
・地籍調査要望地区の次年度実施地区選定会議を実施し、杭打ち状
況の確認により次年度の実施地区の決定。

解決できていない課題

・山林の境界について、地権者が境界が分からない箇所がたくさんあ
る。
・境界の杭打ちにあたり、境界に精通した地元所有者も高齢のため、現
地確認ができない。
・境界が判らない所有者よりの委任状の徴収について、所在が判らない
地権者が多い。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

3

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

産業振興部　農林水産課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.55

6,913

0826
（47）4022

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

地籍調査事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている13

電話
立川　義和

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

佐　々　木　　靖

チェック

・今年度の一筆地調査を森林組合に委託しており、人工造林に
関する資料や所有者に関する情報等森林組合保有情報を活用し
ている。

・以前は一筆地調査を市が直接実施していたが、人員削減のた
め実施体制がとれなくなり外部発注により事業実施している。
一筆地調査について、個人財産に直接かかわる業務であり、請
負者も慎重に対応してもらっている。

・事業実施には個人要望ではなく、土地所有者全員の賛同が必
須であるため、全地域のニーズが適正に反映されていない。

・継続する必要性が高い事業であるが、土地境界に精通した所
有者の高齢化、市外在住者の増加等により所有者財産（山林）
に対する関心が薄れてきているため、土地境界の調査が困難と
なってきている。

・実施希望地区の土地所有者で市民組織を立ち上げてもらい、
材料（境界杭、目印テープ）を支給し、現地での作業を事業実
施に先行して行ってもらっている。

×

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

－

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

003 産業振興部 農林水産課（地籍調査事業）.xls
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（ ）

・申請に対する進達事務等は、円滑に行っている。

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円
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●
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16

施　 策 土地の利用と環境保全の推進
2

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

中事業

5,648

24年度

1.個性あるまちづくりの推進

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた5,426

26

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

市
民
参
画年度

124

備 考
（指標の計算方法、算式等）

○

○

○

Ü

Ü

Ü

Ü

○

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

Ü

Ü

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費 20

成果指標について当初設定した計画値が達成できた合計

124

単位 計画値

実績値

26年度24年度 25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 241

人件費 18

建築確認+建築工事届件数

活
動
・
結
果
指
標

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

進達事務事業

3

国県補助金等

土木総務費

土木総務費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

安芸高田市内において建築物等の建築・改築・修繕工事または解体工事を行おうとする人または事業者。
一定面積以上の土地について売買などの取引を行った者。

コスト コスト（千円） コスト（千円）

内　　　容

一般会計

18

建築物や土地に係る法令・規制等ついて認識してもらい、法律・条例に沿ったまちづくりを進め良好な住環境を形成すると
ともに、法令を尊守することにより土地の投機的取引や地価高騰を抑制し、適正かつ合理的な土地利用をしてもらう。

・建築確認申請、福祉のまちづくり条例届出、建築リサイクル受付進達事務、現地調査・調書作成業務
・国土利用計画法に基づく土地売買等の届出・受付・広島県副申業務
　　無届の疑いのある取引については、違反事案カードを作成し広島県へ報告する。
　　届出に係る土地を取得から２年を経過したものについて遊休土地実態調査を行い、広島県へ報告する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等7,536 18

25年度

18

実績値

86一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

26年度

人

千円

120.00 Ｈ25民間届出92　公共工事57

年度

150.00

人

千円

137.00

0.65

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

103.92% －

2.002.00

計画値

－

受益者負担

有
効
性

Ü

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

一般財源等合計

74.00

25年度

153.00

－

120.00

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

159.00
建築確認申請関係受理件数

－

実績値

計画値

108.76%

150.00150.00

120.00
建築リサイクル受付件数

実績値

単位当たりコスト③

実績値
土地売買等届出件数

対　前　年　比

件

計画値

計画値

86.00

合計

人

指　標　名　等

5,623

必要人員

5,667 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

149.00

120.00

－

－－

3.00

100.00%

2.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

③

改善項目

13,148

1

土木管理費

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

－

0.70

賀志古　恵

2.00

年度

3.00

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

13,184

①

②
年度

受益者負担を検証している

解決できていない課題

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

1

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ 安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

電話

効
率
性

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

建設部　管理課担当部課

作成者氏名

0826
（47）1201

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

会計名

8

チェック

・建設リサイクル法により再生資源の十分な利用及び廃棄物の
減量等を通じて、資源の有効な利用確保及び廃棄物の適正な処
理を図れる。

・専門性が必要なため、対応できる職員が少ない。

・意図的な地価の高騰をねらった土地取引は、安芸高田市では
確認されていない。

・無届で法定面積を超える土地取引が行われる場合がある。無
届取引の調査とともに、制度の周知を図りたい。

○

Ü

・建築基準法、広島県福祉のまちづくり条例、建設工事に係る
資材の再資源化等に関する法律（略称：建設リサイクル法）に
より定められいる。

・国土利用計画法は、土地の投機的取引や地価高騰を抑制する
とともに、適性かつ合理的な土地利用の確保を図るため、大規
模な土地取引について届出制を設けていまる。また、これらの
土地の内、取得後２年を経過した遊休土地を調査することに
なっている。

・広島県が定める事務処理要領ならびに県との覚書に基づい
て、これらの事務の一部を、安芸高田市が行う。

○

×

Ü

款 市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

土木総務管理費

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

国や県と重複のない事務事業である

1

150.00

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

聖川　学

市民のニーズを的確に把握している

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

001 建設部 管理課（進達事務事業）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円 ・屋外広告物や県の景観条例について情報提供を行う。

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.個性あるまちづくりの推進

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 21

施　 策 土地の利用と環境保全の推進
2

5,009

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

5,648

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた620

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

○

○

○

×

Ü

合計

○

Ü

○

○

○

Ü

○

Ü

○

×

Ü

Ü

○

0

計画値は予測値として数値を記入

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

1.00 －
立入検査

単位 計画値

回 実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位当たりコスト①

内　　　容

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費

人件費 647664

国県補助金等

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

許認可事務（認可・許可）

4

土木総務費

土木総務費

・開発行為の申請者、市民
・屋外広告物を設置･管理する者
・景観区域（八千代町）において大規模行為を行おうとする者
・岩石及び砂利採取の事業をおこなう者

コスト（千円）

国県補助金等 国県補助金等

24年度 25年度

実績値

▲ 620一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

一般財源等

人

千円

8.00 計画値は予測値として数値を記入

年度

計画値

0.00

人

千円

80.00

0.60

1.00

1.00 1.00

－

－

計画値

実績値

－

200.00% －

1.00

－

1.00

6.00

Ü

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

有
効
性

Ü

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

1.00

合計

74.00

25年度

3.00

－

8.00

26年度

大規模行為届出件数

－

実績値

計画値

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
採石採取計画認可申請書

対　前　年　比

件

相談・申請件数
単位

単位

合計

人

指　標　名　等

4,345

必要人員

5,009

活
動
・
結
果
指
標

コスト

単位

件

#DIV/0!

80.00

8.00

計画値

コ ス ト

計画値

100.00%

－
屋外広告物届出件数

8.00

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

79.00

1.00

－－

年度

0.00

24年度 25年度

1.00

0.00 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

計画値は予測できないため未記入

向原採石・増田採石・和田組・富
田組・三矢物産への立入検査

受付件数

目標値
（目標年度）

1.00

－

年度－

1.00

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

5,648

1.00

年度

年度

継続する

解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

賀志古　恵

・基本的には事業者が法令等に基づき対処すべきものである
が、関係法令が多岐にわたるため、県の指導を受けながら相談
等に応じ、県との連携をとって進めている。

・屋外広告物条例等の認識が低いので、認識を高める必要があ
る。

・申請に対する許可事務は、円滑に行っている

・屋外広告物手数料については、市民・事業主の関心を高める
とともに適正な手数料の徴収を行う必要がある。

4

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

土木管理費

建設部　管理課担当部課

作成者氏名

土木総務管理費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない
効
率
性

－

0.70

5,001

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

・申請の適正性を判断し、乱開発による災害の発生から住民を守る
・風致を維持し良好で快適な景観を形成する。
・岩石及び砂利の採取に伴う災害を予防し、岩石・砂利採取事業の健全な発達を図ることにより公共の福祉の増進に寄与す
る

0826
（47）1201

1

一般財源等

受益者負担

コスト（千円）

一般会計

・開発行為申請を受けて意見を付して県に進達する事務、庁内関係担当課との調整事務をおこなう
（消防、文化財、農地、農業振興地域、都市計画法、大規模小売店立地等の関係法令の遵守を基本とする）
・屋外広告物事務、県景観条例大規模行為届出受付事務
・岩石・砂利採取計画認可申請書、採取計画の変更認可申請書、採取計画変更届

財源（千円）

 直接事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
聖川　学

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・開発行為をするには法的規制が多い。そのため相談や申請が
あった場合には、関係部署等との連携をとりながら適切な指導
に当たっている。

・屋外広告物法、広島県屋外広告物条例、ふるさと広島の景観
の保全と創造に関する条例に定められており届出が義務付けら
れている。

×

Ü

款 8

国や県と重複のない事務事業である

1

1.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

004 建設部 管理課（許認可事務(認可・許可)）.xls



年 月 ～

（ ）

（ ）

・公共事業の透明性の一層の向上に役立っている。

（ ）

円 円 円 ・市のホームページで公表

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.個性あるまちづくりの推進

Ⅰ快適で賑わいのあるまちづくり

平成 16

施　 策 土地の利用と環境保全の推進
2

835

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

807

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

Ü

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

○

○

○

○

Ü

合計

Ü

○

○

○

Ü

Ü

Ü

○

○

Ü

○

Ü

○

0

評価事業
平成17年度-下水道事業
平成18年度-水道事業
平成19,20,21,22,24年度-諮問
なし
平成23年度-上・下水道事業
計画値は予測できないため未記入

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

単位

単位

件

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

内　　　容

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 0

人件費

国県補助金等

活
動
・
結
果
指
標

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト

委員会開催回数

25年度

公共事業評価委員会事業

3

国県補助金等

土木総務費

土木総務費

公共事業の受益者となる市民

コスト（千円）

備 考
（指標の計算方法、算式等）

一般財源等

対象事業の事前評価と継続・中止という再評価を通じて事業の効果等を確認してもらう

安芸高田市公共事業評価実施要綱に基づき、評価対象となる事業について公共事業評価委員会に諮問し、着手・継続。中止
に関して答申を受ける

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等0

24年度

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

人

千円

―

年度

―

人

千円

0.00

0.10

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

#DIV/0! －

計画値

－

有
効
性

Ü

Ü

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

合計

11.00

25年度

0.00

－

0.00

26年度
目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値

（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

0.00

0.00

－

0.00

評価委員会諮問件数

－

実績値

計画値

実績値

#DIV/0!

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

13.00

合計

人

指　標　名　等

835

必要人員

835

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

0.00

―

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

今年度までに実施した改善内容

－

年度－

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

③

改善項目

807

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

○

解決できていない課題

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

事務事業の概要（Plan）

①

②

0.00

年度

建設部　管理課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

422

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

土木費

土木管理費

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効
率
性

0.10

807

0826
（47）1201

1

一般財源等

受益者負担

コスト（千円）

一般会計

款

・社会情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて事業の見直し等を
行う再評価を実施することにより、公共事業の適切な実施につ
ながっている。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
聖川　学

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

―

賀志古　恵

チェック

・事業採択前の事業を対象とした事前評価、及び事業採択後一
定期間を経過した事業を対象にとした評価により、効率的な事
業計画につながっている。

8

国や県と重複のない事務事業である

1

妥
当
性

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

土木総務管理費

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

Ü

Ü

備考欄（留意事項）

Ü

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

422 建設部 管理課（公共事業評価委員会事業）.xls


